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道州制ビジョン懇談会中間報告（抄） 

 

８．道州制の導入プロセス 

 

（６）「道州制基本法」の制定と検討機関の設置 

道州制の導入に当たっては、道州制の理念と目的、国、道州、基礎自治

体それぞれの役割と権限、推進組織、導入の実施時期等を定めた「道州制

基本法(仮称)」を制定し、それにもとづき、内閣には、総理大臣を長とした、

関係閣僚、地方代表、民間委員などからなる検討機関、例えば「道州制諮

問会議（仮称）」を設ける。その支援機関として、関係閣僚、地方自治体の

代表、地域経済団体の代表、有識者からなる「道州制推進会議（仮称）」を

設ける。また各地域には、地方自治体の代表、市民・ＮＰＯ代表、経済団

体代表、有識者からなる道州制推進組織を設けることを検討すべきである。 

なお、「道州制基本法（仮称）」の骨子となるべき事項については、今後、

地方の意見も反映しつつ、当懇談会において検討を進め、最終報告書に記

載する。 
 

（７）導入時期および工程表 

道州制の導入時期および工程表については、最終報告書で明示するが、 

おおむね１０年後、２０１８年までに道州制に完全移行すべきであると考

える。このため、道州制基本法は、本懇談会の最終報告が行なわれる２０

１０年には原案を作成し、翌年の通常国会に提出する必要がある。 


